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1．序論 
 
1.1 研究の背景 
 発電用軽水型原子炉施設（以下「原子炉施設」という。）の炉心損傷事故時には，多量の放射
性物質が大気中に放出され，環境への影響も甚大である。炉心損傷及び格納容器機能喪失に至
る事故シーケンスの種類及び発生頻度については，原子炉施設内を対象にしたシビアアクシデ
ント（以下「SA」という。）研究及び確率論的リスク評価（PRA；Probabilistic Risk Assessment）
（以下「PRA」という。）研究の相互補完によってこれまでに明らかにされてきたが(1.1)(1.2)，環
境影響を対象とした研究はあまり進められていなかった。本研究の対象は，格納容器内及び環
境へ放出される放射性物質の挙動並びに環境における影響である。 
 PRA は，原子炉施設のリスクを系統的な手法で定量化するものであり，原子炉施設の弱点を
見つけ，その対策を検討する上で有効な評価手法の一つである。 
PRA から得られたリスク情報を原子炉施設の安全評価に活用するには，レベル１PRA（炉心
損傷），レベル 2PRA（格納容器機能喪失及び放射性物質の環境への放出）並びにレベル 3PRA
（環境における影響）による一貫したリスク評価が肝要となる。本研究は，レベル 3PRA に焦
点を当てるが，環境における影響を把握するには，レベル 3PRA だけに着目するのではなく，
環境へ放出される放射性物質の挙動に関するレベル 2PRA の知見も必要である。 
 
1.2 研究の目的 
 本研究を行うに当たり，まず BWR-5 原子炉施設を対象にして，典型的な事故シーケンスで
ある冷却材喪失事故（LOCA）におけるソースターム及び環境に及ぼす影響を明らかにするとと
もに，代表的な事故シーケンスとその発生頻度を考慮した環境影響評価を行い，事故シーケン
スのプロファイルを解析して，環境影響を支配する要因を明らかにする。さらに，BWR-5 原子
炉施設だけでなく，国内実機の BWR 原子炉施設の確率論的な環境影響評価（レベル 3PRA）を
行い，原子炉の型式による環境影響プロファイルを解析して，主要な事故シーケンス，防護対
策の効果等を明らかにする。 
また，福島第一原子力発電所事故後，複数基立地において，それぞれの原子炉で異なった事
故シーケンスが発生するような，複数の放出源の扱いは課題とされながらも，具体的な研究は
未だ途上にある。本研究では，福島第一原子力発電所の事故のように，異なる型式の BWR 原子
炉施設で異なった事故シーケンスが発生した場合に，環境に及ぼす影響の要因を明らかにする。 
 
2．原子炉施設の重大事故時のソースターム評価 
 米国の原子力規制委員会（NRC）は，1990 年代の SA 研究(1.2)を基に，原子炉施設の許認可の
ために重大事故時の格納容器への放射性物質放出量の標準化し，1995 年に，それまでの
TID-14844(2.1)に示された格納容器へのソースタームに代わる更新ソースタームを策定した。 
 そこで，本研究では，国内の代表的な BWR 及び PWR 原子炉施設に NUREG-1465(2.2)に示され
た更新ソースタームを適用した場合の格納容器内での放射性物質挙動及び大気中への放射性物
質放出量を評価する（以下，BWR 原子炉施設の例を示す）。 
 また，非スプレイ領域を含む格納容器内において，エアロゾル状放射性物質のスプレイ除去
挙動を簡易に精度よく解析するモデルを提案する。 
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2.1 NUREG-1465 の更新ソースタームを適用した大気中への放出量の評価 
(1) 解析条件 
110 万 kW 級の BWR-5 原子炉施設の大口径破断 LOCA を対象にする。原子炉施設格納容器へ
のソースタームは NUREG-1465 に示された更新ソースタームを適用する。ただし，仮想事故時
のソースターム(2.3)との比較のため，燃料被覆管破裂放出及び早期原子炉容器内放出までの格納
容器へのソースタームを用いる。表 2.1 に，BWR 原子炉施設の NUREG-1465 の更新ソースター
ムと仮想事故時のソースタームとの比較を示す。また，その他の解析条件を図 2.1 にまとめて示
す。 
 
 
 
 (b) 放射性物質の自然沈着 
 
 
 
 
 
 
(2) 解析結果 
 NUREG-1465 の更新ソースタームを適用した場合の格納容器内の放射性物質浮遊の解析結果
を図 2.2 に示す(2.4)(2.5)。 
 
図 2.2 格納容器内放射性物質挙動の解析結果（BWR-5 原子炉施設） 
希ガス類の格納容器内浮遊割合は燃料被覆管破裂放出が開始すると徐々に増加し，粒子状放
射性物質は，早期原子炉容器内放出が開始すると徐々に増加する。また，よう素類及び他の粒
格納容器への
放出
格納容器から
の漏洩
原子炉建屋
からの換気
フィルタによる
除去
格納容器スプ
レイによる除去
格納容器内
自然沈着
燃料被覆管
破損時放出
早期圧力容
器内放出
0.5 %vol/d （仮想事故と同じ）
100 %vol/d （仮想事故と同じ）
有機・無機よう素：0.99 （仮想事故と同じ）
エアロゾル：0.99
無機よう素（気液）：5.4×10-4/s
エアロゾル：9.9×10-3/s
無機よう素（液気）：1.5×10-5/s
無機よう素：9.0×10-4/s（CSE実験）
エアロゾル：9.4×10-6/s（CSE実験）
2時間15分 30分 30日NUREG-1465を
適用した解析
NUREG-1465固有
仮想事故と同じ条件
放
射
性
物
質
の
移
送
沈
着
・
除
去
図 2.1 解析条件（BWR 原子炉施設） 
表 2.1 格納容器への放射性物質の放出量及び 
放出時期（BWR 原子炉施設） 
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子状放射性物質は，格納容器への放出率と，自然沈着率，格納容器スプレイによる除去率，格
納容器からの漏洩率が釣り合うように，格納容器内に浮遊する(2.4)(2.5)。早期原子炉容器内放出が
終了すると，よう素類及び粒子状放射性物質の浮遊量は，格納容器スプレイによる除去によっ
て，急速に減少する。 
よう素類の格納容器内浮遊量に着目すると，エアロゾルの CsI は粒子状物質と同じ挙動を示
し，無機よう素はスプレイ除去率の違いによって穏やかに減少する。しかしながら，有機よう
素は格納容器スプレイで除去されないために，格納容器雰囲気に浮遊したままになる。 
また，NUREG-1465 の更新ソースタームを適用すると，仮想事故と比べてよう素の大気中へ
の放出量が約 1/120 になる。 
 
2.2 エアロゾル状放射性物質のスプレイ除去に関する簡易解析手法の開発 
格納容器に浮遊する放射性エアロゾルは，格納容器スプレイによって効果的に除去される。
格納容器スプレイによるエアロゾル除去については，米国ハンフォード国立研究所の CSTF 装
置を用いた CSE 実験(2.6)の試験結果に基づいたスプレイ除去率の解析モデルが提案されている
(2.6)。しかしながら，格納容器内の非スプレイ領域の影響を考慮したスプレイ除去の解析手法は，
数値解析などが主流であって，必ずしも容易ではない。 
本研究では，スプレイ作動時における格納容器内のエアロゾル状放射性物質の浮遊量の時間
変化について，単一区画の格納容器体系モデルによって，格納容器内の非スプレイ領域の影響
を適切に考慮できる簡易モデルを検討する(2.7)。 
 
2.2.1 解析モデル 
(1) 格納容器の体系モデル 
格納容器を非スプレイ領域及びスプレイ領域の 2 区画に分割
した体系モデル（以下「2 区画モデル」という。）を想定する。
非スプレイ領域を含めた格納容器の体系モデルを図 2.3 に示す。 
格納容器に浮遊するエアロゾル状放射性物質の質量を一点集
中型近似で扱うと，質量連続の式から，非スプレイ領域内及びス
プレイ領域内のエアロゾル状放射性物質の浮遊量の時間変化を，
無次元数を使用して次のとおりに表すことができる。 
∗
∗ = −(1 + 1∗) ∗ + (1 + ∗) ∗  ∗
∗ = − ∗ ∗ − (1 + ∗) ∗ + (1 + 1∗) ∗       
∗ = (0) ,   ∗ = (0) ,   (0) = (0) + (0) ∗ = ∗ + ∗  
∗ = ,      ∗ = ,     τ =  ,    = +  ,  ∗ = τ  
MN は非スプレイ空間のエアロゾル状放射性物質の浮遊量(kg)，MS はスプレイ空間のエアロゾ
ル状放射性物質の浮遊量(kg)，Q は循環流の体積流量(m3/s)，VNは非スプレイ領域体積(m3)，VS
はスプレイ領域体積(m3)，λsはスプレイによるエアロゾル状放射性物質の除去率(1/s)を表す。 
図 2.3 非スプレイ領域を含む格
納容器スプレイモデル 
スプレイ領域
非スプレイ領域
再循環流
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この解析解を用いて，無次元時間の極限をとると，次の近似式が得られる。 ∗
∗ ~ ∗ ∗  ∗ = ∗ + ∗  
∗ = −( ∗ + ∗ + ∗) + ( ∗ + ∗ + ∗)2 − 4 ∗ ∗2        ∗ = 1 + 1∗    ,      ∗ = 1 + ∗   ∗ = τ  ,    ∗ =   
 
この結果が示すとおり，非スプレイ領域及びスプレイ領域のいずれのエアロゾル状放射性物
質の浮遊量も，α*で減衰する。したがって，非スプレイ領域及びスプレイ領域を含めた格納容
器内のエアロゾル状放射性物質の浮遊量の時間変化は，α*を使用して簡単に表すことができる
（以後，「簡易モデル」と略称する）。 
 
2.2.2 簡易モデルを用いた解析 
前項で述べた簡易スプレイ除去モデルの適用性を確認するために，解析解及び簡易モデルを
適用して，格納容器内に浮遊するエアロゾル状放射性物質の時間変化を解析し，それぞれの結
果を比較する。 
(1) 解析条件 
本報告の解析では，非スプレイ領域を含む格納容器
体積 Vcを 80,000 m3 とし，非スプレイ領域とスプレイ
領域とが等しいと仮定する。また，エアロゾル状放射
性物質のスプレイ除去率 λs は，CSE 実験(2.6)のエアロゾ
ル（Cs 及びウラン）の早期スプレイ散布（注入モード）
の半減期の平均値（約 23 分）から，λs=1.8 (1/h)とする。 
 エアロゾル状放射性物質は，(a)初期に，非スプレイ
領域に全量が浮遊する場合(Case-(a))，(b)初期に，スプ
レイ領域に全量が浮遊する場合(Case-(b))，(c)初期に，
それぞれ 0.5 が浮遊する場合(Case-(c))を計算する。 
(2) 解析結果 
解析解による格納容器内のエアロゾル状放射性物質
の浮遊量 M*C(t*)と簡易モデルによる計算結果とを，ま
とめて図 2.4 に示す。簡易モデルによるエアロゾル状放射性物質の格納容器内の浮遊量の計算結
果は，M*N(0)=1 及び M*S(0)=1 の両極限の範囲内であり，簡易モデルによって，エアロゾル状放射
性物質の浮遊量は，適切に計算されていることが分かる。また，近似の範囲であれば，解析解と
簡易モデルとの結果の比は，β*/(β*－α*) ～1＋α*2/(λs*a*)を超えることはない。 
 
3．重大事故時の主要な事故シーケンスの環境影響評価 
 
3.1 線量リスクの特徴による事故シーケンスの類型化 
 本研究では，国内の代表的な BWR-5 原子炉施設を対象に環境影響解析(3.1)を行い，被ばく経
路別，核種グループ別の線量リスク（線量×発生頻度）に着目して特徴を分析し，多大なデータ
図 2.4 解析解と簡易モデルによる
計算結果との比較 
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処理を必要とする解析手法を体系的に実施できるように，事故シーケンスの類型化を検討する。 
 
3.1.1 線量リスクの解析結果の概要 
大気中への放射性物質の放出量，放出開始時期，放出継続時間等といったソースターム及び
気象データを用いて大気拡散解析を行い，大気中濃度及び地表面沈着濃度を計算する。 
なお，解析に用いた気象条件については，年間の種々の気象条件を網羅できるように，年間 1
時間ごとの 8760 の気象データ（風向，風速，大気安定度，降雨量）から，風速，大気安定度，
降雨量等が類似する気象カテゴリに分類し，各カテゴリから気象条件（120 時間分の一連の気象
データ）をラテンハイパーサンプリング（LHS）法でサンプリング処理を行い抽出する。本研
究では，31 の気象カテゴリの中から 4 種類のデータを抽出するため，最大 124 種類の気象条件
となる。この抽出方法は，ビンサンプリング法と呼ばれる。 
大気中濃度及び地表面沈着濃度から，被ばく経路ごとの線量を計算する。本研究では，被ば
く線量は，最大 124 種類の気象条件を用いて計算した線量の平均値に着目する。さらに，事故
シーケンスごとの線量に発生頻度を乗じて，線量リスクを計算する。 
主な解析条件として内部事象のレベル 2PRA 結果(3.2～3.7)から得られた大気中への放出割合（初
期インベントリに対する割合）が挙げられるが，どの事故シーケンスも希ガス類（Xe）の放出
割合はほぼ全量に近く，次いでよう素類（I），セシウム類（Cs）及びテルル類（Te）といった
揮発性のエアロゾルのグループが数%～数十%と高い。また，事故シーケンスによっても，放射
性物質の放出割合が異なる。 
大気中への放出開始時刻については，In-Vessel での水
蒸気爆発（α），格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ），
原子炉未臨界確保失敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ）
及び格納容器バイパス（ν）は放出開始時期が早く，崩壊
熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ）は事故発
生後 40 時間以上と放出開始時期が遅い。 
図 3.1 に示した解析結果から，線量リスクの分布に，
格納容器破損モードに起因した三つの傾向が認められる
(3.8)。 
 第一の傾向は，In-Vessel での水蒸気爆発（α）に見られ
るもので，他の格納容器破損モードに比べて，線量リス
クが距離とともに比較的早く減少する。 
第二の傾向は，格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）に見られるもので，他の格納容器破
損モードに比べて，放出源近傍で線量リスクが急激に低下し，その後はなだらかに減少する。 
第三の傾向は，線量リスクが距離とともになだらかに減少するものであり，水蒸気・非凝縮
性ガスによる過圧（δ），崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-θ），原子炉未臨界確保
失敗時の早期格納容器先行破損（TC-θ），格納容器バイパス（ν），早期格納容器ベント（υ-e）
及び後期格納容器ベント（υ-l）に見られる。 
 
3.1.2 被ばく経路別の線量リスクの傾向の検討 
 図 3.2 に，第一の傾向である In-Vessel での水蒸気爆発（α）の一例として，大破断 LOCA 時の
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図3.1 全身線量リスクの距離変化 
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注水失敗（AE）の解析結果を示す。外部被ばくによる全身線量リスクでは，クラウドシャイン
よりもグランドシャインの方がリスクへの寄与が大きい。また，内部被ばくによる甲状腺線量
リスクでは，プルームの吸入よりも再浮遊物質の吸入の方がリスクへの寄与が大きい。 
 図 3.3 に，第二の傾向である格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）の一例として，高圧注
水・減圧失敗（TQUX）の解析結果を示す。外部被ばくによる全身線量リスクでは，放出源近傍
を除くと，クラウドシャインの方がリスクへの寄与が大きい。グランドシャインは，放出源近
傍で急激に低下している。内部被ばくによる甲状腺線量リスクでは，放出源近傍を除くと，プ
ルームの吸入の方がリスクへの寄与が大きい。再浮遊物質の吸入は，放出源近傍で急激に減少
している。 
 図 3.4 に，第三の傾向の一例として，LOCA 時の注水失敗時の水蒸気・非凝縮性ガスによる過
圧（AE-δ）ケースの解析結果を示す(3.8)。外部被ばくによる全身線量リスクでは，クラウドシャ
インよりもグランドシャインの方がリスクへの寄与が大きい。また，内部被ばくによる甲状腺
線量リスクでは，再浮遊物質の吸入よりもプルームの吸入の方がリスクへの寄与が大きい。 
 
図 3.2 αモード        図 3.3 σモード      図 3.4 その他のモード 
解析で仮定した三つの傾向におけるエアロゾルの沈着速度に着目すると，格納容器雰囲気直
接加熱による過圧（σ）モードは，半径が約数 mm 程度で，沈着速度にすると 103cm/s 程度と非
常に大きい。このため，放出源近傍で急激に沈着する。 
In-Vessel での水蒸気爆発（α）モードは，半径が約 50μm 程度で，沈着速度にすると 101cm/s
程度である。格納容器雰囲気直接加熱による過圧（σ）モードには及ばないが，その他の格納容
器破損モードに比べると大きいため，ある程度拡散し，放出源周辺に沈着する。 
その他の格納容器破損モードは，半径が約数 μm程度で，沈着速度にすると 10-2cm/s 程度と小
さいため，遠方まで移流し，徐々に沈着する。 
なお，沈着速度については，核種グループ別の線量リスクへの寄与割合についても大きな影
響がある。地表面に沈着せずに遠くまで移流する希ガス類（Xe）は，クラウドシャインによる
外部被ばくへの寄与が高いが，グランドシャインによる線量リスクへの寄与が無い。 
希ガス類（Xe）以外の核種グループに着目すると，よう素類（I）については，エアロゾルの
形態をとるものが大部分であるが，ガス状の有機よう素も存在すると仮定しており，希ガス類
（Xe）に放射性壊変する核種があるため，希ガス類（Xe）と類似の傾向が見られる。テルル類
（Te）についても，よう素類（I）に放射性壊変する核種があるため，よう素（I）類と類似の傾
向が現れる。このため，他の核種グループに比べ，クラウドシャインによる外部被ばくへの寄
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与が大きい。 
 
4．国内原子炉施設の原子炉施設周辺の環境影響評価 
国内の代表的な実機の原子炉施設を対象に，PRA から得られた格納容器破損，バイパス，管
理放出等といった全事故シーケンスについて原子炉施設周辺の影響評価を行い(4.1)，リスクドミ
ナントな事故シーケンス，放射性物質の放出開始時期と線量リスクとの関係，発生頻度とリス
クとの関係，線量と放出量の超過発生頻度等のリスクプロファイル及びそれを支配する要因を
明らかにする(3.22) (4.2)。 
 
4.1 実機の解析条件 
 解析対象とした実機の原子炉施設は，国内の代表的な BWR-3 原子炉施設，BWR-4 原子炉施
設，BWR-5 原子炉施設及び ABWR 原子炉施設の 4 種類とする。なお，本研究では，BWR-5 原
子炉施設を例示する。 
 解析に用いた主なソースタームの条件(3.2～3.7)として，図 4.１に大気中への放出割合，図 4.2 に
大気中への放出開始時刻をそれぞれ示す。 
また，解析に用いた避難モデルは，原子力災害対策特別措置法，これまでに国内で実施され
た原子力防災訓練のシナリオ等を参考に想定する。警告時間の 2 時間 30 分後に，3km 圏内の住
民が徒歩（速度：4km/h）で移動を開始し，その 50 分後に，10km 圏内の全住民がバス（速度：
35km/h）で原子炉施設を中心に放射状に移動するという，地形，道路等を無視した仮想的なモ
デルとする。これらの諸量及び年間 1 時間ごとの気象データを適用して，ガウスプルームモデ
ル(4.3)によって大気拡散，線量，平均個人リスク等を計算する。 
  
図 4.1 大気中への放出割合           図 4.2 大気中への放出開始時刻 
 
4.2 リスクドミナントな事故シーケンス 
原子炉施設別平均個人リスクについて，避難の有無によって，リスクドミナントな事故シー
ケンスを把握する。平均個人リスクは，解析対象とした事故シーケンスが発生した場合におけ
る健康影響の発生確率（急性障害，晩発性障害）に発生頻度を乗じたリスク値を積算し，距離
別の人口で荷重平均した値である。 
なお，がん死亡については，長期の被ばくを仮定した晩発性のがん死亡ではなく，事故後７
日間の早期被ばく量から計算する。 
サイト中心から 0.8～1.2km 地点での平均個人リスク（急性死亡）への事故シーケンスの寄与
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割合に着目すると，避難を想定しない場合，BWR-3 原子炉施設では格納容器バイパス（V-ν）
及び電源喪失時の格納容器過圧破損（TB-δ），BWR-4 原子炉施設では大破断 LOCA 時の格納容
器過圧破損（AE-δ），BWR-5 原子炉施設では崩壊熱除去失敗時の晩期格納容器先行破損（TW-
θ），ABWR 原子炉施設では電源喪失時の格納容器過圧破損（TB-δ及び TBU-δ）並びに格納
容器バイパス（V-ν）の寄与が大きい。これは，平均個人リスク（急性死亡）は急性障害の発
生確率に発生頻度を乗じたリスク値であるため，よう素類（I）及びセシウム類（Cs）の大気中
への放出割合が大きく，かつ，発生頻度が大きい事故シーケンスが該当するものである。 
また，避難を考慮する場合，いずれの原子炉施設においても，格納容器バイパス（V-ν）が
リスクドミナントな事故シーケンスとなる。これは，図 4.2 に示すとおり，放射性物質の大気中
への放出開始時期が早いため，避難による低減効果が見込めないことによる。 
 なお，がん死亡については，各原子炉施設ともに，急性死亡と同様の傾向が認められる。 
 
5．複数基立地における原子炉施設周辺の環境影響評価 
 
5.1 評価手法の検討 
 
5.1.1 複数の放出源による急性障害の発生確率の特徴 
複数基の原子炉施設の環境影響リスクを解析する際に，それぞれの原子炉の環境影響リスク
の結果を合算する方法が考えられるが，その結果が複数基の環境影響リスクを包絡する保証は
ない。 
例えば，急性障害の発生にはしきい値があることから，急性障害の発生確率は，複数の放射
性雲の重ね合わせに対して線形関係にならない。そこで，複数基の原子炉から放射性物質が放
出される際，放射性雲の重ね合わせによる急性障害の発生確率の特徴を把握するために，単基
ごとに急性障害の発生確率を計算して合算する場合（独立和）と，複数基の重ね合わせで急性
障害の発生確率を計算する場合（重ね合わせ）とを比較する(5.1)。 
検討の結果，複数基の放射性雲を重ね合わせた場合の急性障害の発生確率は，特に近距離に
おいて複数基の独立和の急性障害の発生確率よりも小さくなる。これは，複数基の独立和の結
果では，個々の原子炉からの放射性雲による急性障害の発生確率を二重に加算するため，急性
障害の発生確率が非物理的に大きくなることによる。一方，遠距離においては，複数基の独立
和の結果よりも大きくなる。これは，複数基の放射性雲の重ね合わせによって，新たに急性障
害が発生する領域があることによる。 
 
5.1.2 複数放出源に関する重ね合わせ評価モデル 
前項の複数の放出源による急性障害の発生確率の特徴を踏まえ，複数放出源の重ね合わせを
適切に考慮するための評価モデルを構築する(5.2)。 
(1) 放射性物質の濃度計算 
プラント a を極座標の原点に配置し，プラント b は原点から離れた地点に配置する。プラン
ト a については，図 5.1(a)に示すように，評価点 E の方位θが異なっていても，プラント a が極
座標の原点に位置するため，同心円上の各評価点 E までの距離 la はθによらず一定である。し
かし，プラント b は，原点とは異なる場所に位置しているため，評価点 E の方位 及び評価点 E
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までの距離 は異なる。このため，評価点 E の濃度は，放射性雲ごとに距離 lb と方位ζについて
計算する必要がある。 
222
2
1exp
2
1exp
2
1exp
2
),,(
zzyzy
HzHzy
U
Qzyx  
),,( zyx ：風下位置 ),,( zyx での放射性物質の濃度（Bq/m3） 
Q   ：環境への放出率（Bq/s） 
U   ：風速（m/s） 
σy，σz ：プルームの水平方向及び鉛直方向の拡散パラメータ（m） 
H   ：放出源高さ（m） 
ここで上式のガウスプルームモデル(4.3)において，χ(x,y,z)/Q は，放射性物質の放出率に依存し
ない距離の関数であることに着目すると，プラント b のχ(x,y,z)/Qb の中心軸上で lb の距離に相当
する値は，プラント a のχ(x,y,z)/Qaの中心軸上の la の値になる。このように，プラント b から見
ると，評価点 E は，la(i-1)i≦lb＜la(i)を満たす地点になるので，図 5.1(b)に示すとおりメッシュ境界
χ(x,y,z)/Qa から直線内挿して評価点 E の相対濃度を求める。ただし，ガウスプルームモデルが風
速に依存すること及び拡散パラメータσy 及びσz が大気安定度に依存することから，これらの諸
量を次式により直線内挿して求め，改めてガウスプルームモデルから相対濃度を計算する。プラ
ント a,b による評価点の濃度は，相対濃度にそれぞれ Qa, Qbを乗ずることで求める。 
なお，ガウスプルームモデルによる拡散濃度は，距離により急激に変化する場合があるため，
直線内挿する場合には，空間メッシュの設定を十分に小さくする必要がある。 
)1()(
)1())1()(()1(
ilil
illiViViVV
aa
ab
aaab  
illil aba )1(  
Vb  ：プラント b の評価点における物理量 
lb  ：プラント b から評価点（評価メッシュの中心点）までの距離（m） 
Va(i), Va(i-1) ：プラント a の空間メッシュの上下限における物理量 
la(i), la(i-1) ：プラント a の空間メッシュの上下限までの距離（m） 
(2) 風向発生確率の計算 
放出源から放出された放射性雲は，原点からπ/8（rad）の拡がりをもって，16 方位のいずれ
かの風下方位に向かうこととなる。複数の放出源から放出された放射性雲が評価点 E に到達す
るような風向発生確率（確率密度関数）は，放出源の配置を考慮して求める必要がある。この
ため原点を基点として，反時計回りに区分した 16 方位の風下方向の風向発生確率を用いる。 
ここでサイト内に n 基のプラントが異なる位置にある場合を想定する。それぞれのプラント
からの放射性雲の中心軸が評価点 E に向かう風向発生確率 Fp は，次式で計算する。 
n
i
iP fn
F
1
1
 
Fp ：n 基のプラントから評価点 E への風向発生確率（-） 
fi   ：プラント i から評価点 E への風向発生確率（-） 
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n  ：全プラント数（-） 
 放出源が原点にないプラントでは，原点から見た風向発生確率に変更する必要がある。そこ
でプラント i から評価点 E に至る方位角ζの風向発生確率 fi は，16 方位のうち j≦ζi＜j+1 とな
る方位角 j 及び j+1 に対応する既知の風向発生確率 W(j)及び W(j+1)を内挿して求める。図 5.2 に
風向発生確率 fi を求める方法を模式的に示す。 
 
図 5.1(a) 複数基の極座標    図 5.1(b) 複数基における濃度計算  図 5.2 風向発生確率の計算方法 
 
5.2 評価手法を用いた解析 
 
5.2.1 計算条件 
仮想サイト内に 110 万 kWe 級の原子炉が 2 基設置され
ているとし，プラント a は原点に，プラント b は，プラ
ント a から南に 300m 離れた位置に配置した。原子炉周
辺の人口分布は，一様と仮定する。 
事故発生後，プラント a は，全交流電源喪失時の格納
容器過圧破損（以下「TBU-δ」という。）に至る事故シ
ーケンスが，プラント b は，崩壊熱除去失敗時の晩期格
納容器先行破損（以下「TW-θ」という。）に至る事故シ
ーケンスが，それぞれ進展すると仮定する。 
それぞれの事故シーケンスの放射性物質の大気中への
放出割合を図 5.3 に示す。TW-θは，格納容器が炉心損傷前に破損することから，炉心損傷後の
格納容器内での放射性物質の沈着効果が少なく，TBU-δ と比べて，よう素及びセシウム類の大
気中への放出割合が多い(5.3)。気象条件については，アメダス，気象官署等で観測された年間 1
時間ごとの風向，風速，降雨量及び大気安定度から LHS 手法でサンプリング処理した最大 124
種類の気象データを用いる。 
また，複数基の放出源の影響を分析するために，1)プラント a で TBU-δのみの放射性雲が形
成される場合（TBU ケース），2)プラント b で TW-θのみの放射性雲が形成される場合（TW
ケース），3)プラント a で TBU-δの放射性雲が，プラント b で TW-θの放射性雲がそれぞれ形
成され，それらの放射性雲が重ね合わさる場合（TBU+TW ケース）及び 4)比較のため 1)と 2)
の結果を単純に合算する場合（SUM ケース）を計算する。 
なお，この計算では，事故シーケンスの発生頻度は考慮しない。 
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図 5.3 大気中への放出割合 
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5.2.2 計算結果 
(1) 方位別の地表面沈着濃度 
0.4km 地点の評価点における 16 方位別の Cs-137 の地表面沈着濃度（平均値）の計算結果を図
5.4(a)に示す。同図には，TBU ケース，TW ケース及び TBU+TW ケースの結果並びに風下方向
の風向発生確率を併せて示す。なお，地表面沈着濃度は，総放出量で規格化した値で表示する。
また，方位別の濃度については，プラント配置の関係，風向発生確率の分布の影響を把握する
ために示す。 
TBU ケースでは，プラント a が原点にあることから，地表面沈着濃度は風向発生確率の分布
に比例する。一方，TW ケースでは，プラント b が原点から南に 300m 離れているために，地表
面沈着濃度の分布が S 方位側で大きくなっている。TW ケースの地表面沈着濃度の分布が東に
偏重しているのは，風向発生確率が SE 方位及び E 方位で大きいことによる。 
プラント a 及びプラント b の放射性雲の重ね合わせを考慮した TBU+TW ケースでは，2 つの
放射性雲からの沈着によって地表面沈着濃度が増加し，大気中への放出量が多いプラント b の
TW-θの寄与によって，S 方位及び SSE 方位に偏重した地表面沈着濃度の分布になっている。 
2.0km 地点の評価点における 16 方位別の Cs-137 の地表面沈着濃度（平均値）の計算結果を図
5.4(b)に示す。0.4km 地点の場合と比較して，TBU+TW ケースの地表面沈着濃度は，S 方位で大
幅に減少し，分布は SSE 方位，SE 方位及び E 方位に偏重する。また，プラント a 及びプラント
b の配置の関係による影響が小さくなり，風向発生確率の分布に類似するようになる。 
  
    (a) TBU+TW ケース, 0.4km          (b) TBU+TW ケース, 2.0km 
図 5.4 16 方位別の Cs-137 の地表面沈着濃度 
(2) 急性障害及び晩発性障害の発生確率 
プラント a及びプラント b の放射性雲の重ね合わせを考慮したTBU+TW ケースの急性障害並
びに晩発性障害の発生確率（平均値）の計算結果を図 5.5 に示す。なお，同図の急性障害及び晩
発性障害の発生確率は，ある距離において全方位のうち最大値を表示している。同図には，TBU
ケース及び TW ケースの結果を単純和した SUM ケースの結果も併せて示す。 
TBU+TW ケースの急性障害の発生確率は，距離による放射性雲の拡散によって，遠方におい
て減少する。一方，本計算モデルでは，晩発性障害は急性障害に至らない場合を対象としてい
るため，急性障害の発生確率が減少すると晩発性障害の発生確率が増加する。 
   
12 
 
健
康
影
響
の
発
生
確
率
(-)
距離 (km)
0.1 101
100
10-1
10-2
10-4
10-3
SUM (E)
SUM (L)
TBU+TW (E)
TBU+TW (L)
SUM(E)＞TBU(E)+TW(E):
Unlikely result due to duplication count 
of early effect
SUM(E)＜TBU(E)+TW(E):
Corrected result due to effects 
of superposition of plumes
E    ：急性障害の発生確率
L    : 晩発性障害の発生確率
TBU+TW ケースの急性障害の発生確率は，特に近距離に
おいて TBU ケースと TW ケースを単純和した SUM ケース
よりも小さくなる。これは，SUM ケースでは，TBU-δ及び
TW-θの放射性雲による急性障害の発生確率を2重に加算す
るため，急性障害の発生確率が非物理的に大きくなること
による。一方，遠距離においては，SUM ケースよりも若干
大きくなる。これは，TBU-δ 及び TW-θ の放射性雲の重ね
合わせによって，新たに急性障害が発生することによる。 
これらの計算結果から明らかなとおり，TBU+TW ケース
の結果は，TBU ケース及び TW-ケースの結果の単純和には
ならない。また，晩発性障害の発生確率は，急性障害の発
生確率に影響を受けることから，やはり，それぞれのケースの単純和にはならない。さらに，
TBU ケースと TW ケースの単純和は TUB+TW ケースを包絡する関係にもない。このため，複
数の放出源に伴う放射性雲の重なりを，プラントの配置及び気象条件を適切に考慮して急性障
害及び晩発性障害の発生確率を解析する必要がある。 
 
6．結論 
 本研究では，PRA を適用して原子炉施設周辺の公衆リスクを評価するために，重大事故時に
大気中に放出される放射性物質挙動，環境影響を支配する事故シーケンスの特徴，原子炉施設
の型式によるリスクプロファイル及びその支配要因，さらに福島第一原子力発電所事故のよう
な複数基立地における環境影響の評価手法を開発するとともに，環境影響を支配する要因を明
らかにした。 
(1) BWR-5 原子炉施設を対象にして，典型的な事故シーケンスである冷却材喪失事故（LOCA）
における格納容器内へのソースターム及び大気中に放出される放射性物質挙動に及ぼす影
響を明らかにした。 
(2) 大気中への放射性物質放出に大きな影響を及ぼす格納容器スプレイによる放射性物質除去
について，非スプレイ空間を含む格納容器スプレイによるエアロゾル除去を適切な近似で
簡易に解析するモデルを開発した。 
(3) BWR-5 原子炉施設を対象にして，代表的な事故シーケンスとその発生頻度を考慮した環境
影響評価を行い，線量リスクの結果から，重大事故時の放射性物質の拡散・被ばく評価の対
象となる事故の種類は，事故シーケンス及び放射性物質の性状によって，小数のグループに
分類できることを明らかにした。 
(4) 国内 4 つの BWR 原子炉施設を対象に確率論的な環境影響評価（レベル 3PRA）を行い，原
子炉の型式別にリスクドミナントな事故シーケンスを分析しその特徴を明らかにするとと
もに，アクシデントマネジメント策及び避難等によるリスクの低減効果を明らかにした。 
(5) 福島第一原子力発電所の事故のように，異なる型式の BWR 原子炉施設で異なった事故シー
ケンスが発生した場合に，しきい値のある急性障害の非線形性効果が環境に及ぼす影響を支
配することを明らかにした。 
 
 
図 5.5 健康影響の発生確率 
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